群馬県スキー連盟ジュニア育成事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成31年1月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　群馬県スキー連盟　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．概要
　　群馬県スキー連盟は、所属団体が行うジュニアを対象としたスノースポーツの普及及び強化事業に対し支援事業を行う。
　　支援は、群馬県スキー連盟に専門員会として「ジュニア育成委員会」を設置し、事業を専門的に実施する。
　　支援事業は、所属団体から申請のあった事業に交付金を支給するもので、交付金の原資となる資金は、群馬県スキー連盟事業費及び事業趣旨に賛同する一般からの寄付金とし、ジュニア育成委員会が管理する「ジュニア育成基金」として運用する。　　
　　なお、「ジュニア育成委員会」「ジュニア育成基金」については別にそれぞれ規程を設けることとし、交付金支給に関しては「群馬県スキー連盟ジュニア育成制度実施要項」を定め実施するもとする。

２．ジュニア育成委員会
　　ジュニア育成事業を行うため、群馬県スキー連盟規約第47条の定めにより、「ジュニア育成委員会」を設置し、別に定める委員会規約に基づき、育成制度の適正かつ公正な事業を行うこととする。
　　育成委員会は、群馬県スキー連盟会長、専門委員会（総務、強化、教育）の各本部長と、監事代表及び所属団体からの会長推薦委員若干名で構成する。

３．ジュニア育成基金
　　この事業の助成金の原資については、群馬県スキー連盟に新たに特別会計としての「ジュニア育成基金」を置き、群馬県スキー連盟事業費および協賛する個人、団体からの寄付金等を充当させ、別に定める「ジュニア育成基金運用規程」により運用する。

４．ジュニア育成制度実施要項
　　ジュニア（中学生以下）のスノースポーツへの参加機会の向上や競技力の強化などの事業を対象に交付金を支給する。支給の方法は別に定める「群馬県スキー連盟ジュニア育成制度実施要項」によりジュニア育成委員会が管轄する。
　　なお、概要は別表のとおり。


（１）助成金支給までの流れ

　　　
　
　　
	　流れ
	主な項目
	およその時期

	申請
	助成金交付申請書及び事業計画書、予算書

	6月1日から随時

	審査
	ジュニア育成委員会
　
	第1回　10月中旬
第2回　　1月下旬

	内定
	助成金内定書
	　　　同上

	実施
	
	

	照査
	事業報告書、収支決算書および明細書

	4月

	確定
	ジュニア育成委員会
確定通知および払い込み
	5月



（２）申請対象となる事業
　　　１．所属団体が認めるジュニア育成事業
　　　２．1所属団体あたり1年度、1事業

（３）審査および照査
　　　ジュニア育成委員会は、所属団体からの申請に対し、事業内容を審査し、内定を通知する。
　　　所属団体は、事業終了後、事業報告書および交付金の対象となる照査できる領収書を添付し、ジュニア育成委員会に報告し、交付金が確定され、清算となる。
　　　申請時と事業実施後の事業内容に変動があった場合は、ジュニア育成委員会の審査により交付金が確定される。
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事業形態 交付対象事業 種別 交付条件 交付額

第1種

一事業においてジュニア(中学生以下）の延べ参加人数が100人以上で、

費用の総額が10万円を超える事業

10万円

普及型 第2種

一事業においてジュニア(中学生以下）の延べ参加人数が50人以上で、

費用の総額が５万円を超える事業

5万円

第3種

一事業においてジュニア(中学生以下）の延べ参加人数が50人未満で、

費用の総額が３万円を超える事業

3万円

第1種

群馬県スキー連盟公認大会（アルペン・ノルディック・フルースタイル）の

ジュニアの参加人数が200人以上の場合

10万円

競技型 第2種

群馬県スキー連盟公認大会（アルペン・ノルディック・フルースタイル）の

ジュニアの参加人数が１００人以上の場合

5万円

第3種

群馬県スキー連盟公認大会（アルペン・ノルディック・フルースタイル）の

ジュニア参加人数が１００人未満の場合

3万円

スノースポーツの普及を目的とした事業

（スキー教室・講習会・大会や公募型ツアー等）

スノースポーツの競技力向上を目的とした事業

(群馬県スキー連盟公認競技会への出場）
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事業形態 照査項目

参加人員数を証するもの

（１）交通費 事業実施場所までの移動に要する代金（貸切バス代、講師移動費等）

費用支出を証するもの （２）講師謝礼金 講師1人1回の指導につき上限5000円とする謝礼金。

講師1人当たり1日、1枚の会場となるスキー場のリフト1日券に充当額するリフト代金

（３）食糧費 講師1日、1回1000円までの飲食代

（但し、事業開始前の打合せ会、実施後の打ち上げ会などにおける経費は認めない。）

（４）募集広告費 事業を実施するために、募集要項、プログラムなどの印刷経費および配布に係る経費

（５）会場借上げ費事業を実施するために、会場を借り上げた場合の経費

（６）褒賞費 事業に参加した者への褒賞に係る経費（参加賞、ジュニアバッジテストのバッジ代など）

（７）保険料 事業のために加入した保険の経費

（８）その他 その他

表２　　事業の照査内容

群馬県スキー連盟に提出された「競技会参加送金総括表」及びにより、事業参加数および経費総額を

確認する

普及型

競技型

事業の照査内容

事業毎の参加者名簿(同一参加者が複数回参加の場合はその事業の開催数を証するもの

参加人員・支出を証するもの（１）参加費


